
1/26 

○香芝市空家等対策推進支援事業(利活用)補助金交付要綱 

平成30年5月28日 

要綱・通知 

都市計画課 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、本市の空家対策の一環として、空家等を活用し、地域の活性化に資す

る用途に供するため、その改修等に要する経費の一部に対し、予算の範囲内で補助金を交

付することについて必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 空き家住宅 小規模住宅地区等改良事業制度要綱(平成9年4月1日建設省住整発第46

号)第2第5号に規定するものをいう。 

(2) 空き建築物 小規模住宅地区等改良事業制度要綱第2第6号に規定するものをいう。 

(3) 活用事業 地域の交流やにぎわいを活性化させることを目的として、空き家住宅又

は空き建築物(以下「空家等」という。)を滞在体験施設、交流施設、体験学習施設、創

作活動施設、文化施設等の用に10年以上供するために行う住宅等の取得、移転、増築、

改築、改修等をいう。 

(補助対象建築物) 

第3条 補助の対象となる建築物(以下「補助対象建築物」という。)は、空家等で、次に掲

げる要件を全て満たすものとする。 

(1) 市内に存すること。 

(2) 補助対象建築物に所有権以外(賃借権を含む。)の設定がないこと。ただし、権利者全

員から同意を得た場合を除く。 

(3) 第5条第2項に規定する活用事業の採択を受けていること。 

(4) 活用事業の完了後1年以内に供用を開始すること。 

(令和5年5月8日・一部改正) 

(補助対象者) 

第4条 補助の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は、次の各号のいずれかに該当

する者とする。 

(1) 補助対象建築物の所有者、その相続人又は所有予定者であって、補助対象建築物の
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存する土地の所有者の同意を得た者 

(2) 補助対象建築物の存する土地の所有者、その相続人又は所有予定者であって、補助

対象建築物の所有者の同意を得た者 

(3) 補助対象建築物を賃借する者又は賃借予定者であって、補助対象建築物の所有者及

び補助対象建築物の存する土地の所有者の同意を得た者 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助の対象としない。 

(1) 香芝市に納税義務の生じた市税を滞納している者 

(2) 香芝市に納付義務の生じた国民健康保険料を滞納している者 

(3) 本人又はその世帯構成員が香芝市暴力団排除条例(平成23年条例第14号)第2条に規

定する暴力団員等である者 

(活用事業の採択) 

第5条 空家等の活用事業の採択を受けようとする者(以下「採択申請者」という。)は、あ

らかじめ、活用事業申請書(第1号様式)に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 誓約書(第2号様式) 

(2) 事業計画書(第3号様式) 

(3) 空家等の位置図 

(4) 空家等の配置図 

(5) 空家等の現況平面図 

(6) 空家等の建築計画概要書 

(7) 空家等の現況写真 

(8) その他市長が必要と認める書類 

2 市長は、前項の申請書を受けたときは、速やかにその内容を審査し、及び実地に調査し、

当該結果を活用事業採択通知書(第4号様式)又は活用事業不採択通知書(第5号様式)により、

採択申請者に通知するものとする。 

3 採択申請者が、前項に規定する通知を行う前に、当該申請を取り下げようとする場合は、

活用事業申請取下届(第6号様式)を市長に提出しなければならない。 

(補助対象事業) 

第6条 補助金の交付対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、次の各号のいず

れにも該当するものとする。 

(1) 補助対象者が実施する活用事業のうち、改修を伴うもの 
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(2) 補助を申請する年度内に当該事業が完了するもの 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、補助の対象としない。 

(1) 第10条第1項に規定する交付決定を受ける前に契約したもの 

(2) 当該事業について他の補助金等の交付を受けようとするもの 

(3) その他市長が補助金の対象として不適当と認めるもの 

(補助対象経費) 

第7条 補助金の交付対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、補助対象事業に

要する経費(消費税及び地方消費税を除く。)のうち、用地取得費を除いたものとする。 

(補助金の額) 

第8条 補助金の額は、市が適正と認めた補助対象経費の合計額に3分の2を乗じて得た額と

し、100万円を限度とする。ただし、算出された補助金の額に1,000円未満の端数がある

場合は、その端数金額を切り捨てる。 

(補助金の交付申請) 

第9条 補助金の交付を受けようとする者(以下「交付申請者」という。)は、香芝市空家等

対策推進支援事業(利活用)補助金交付申請書(第7号様式)に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

(1) 補助対象建築物の不動産登記事項証明書等(所有権等を証明できる書類) 

(2) 市税に滞納がないことを証する書類 

(3) 国民健康保険料に滞納がないことを証する書類(国民健康保険加入者に限る。) 

(4) 補助対象事業に係る見積書の写し(施工内容が分かる内訳明細書を含む。) 

(5) 補助対象事業の計画図 

(6) 補助対象事業の工程表 

(7) 補助対象建築物に抵当権その他の所有権以外の権利が設定されている場合は、権利

者の同意書 

(8) 申請者と補助対象建築物の所有者又は補助対象建築物の存する土地の所有者が異な

る場合は、所有者同意書(第7号の2様式) 

(9) その他市長が必要と認める書類 

(令和5年5月8日・一部改正) 

(補助金の交付決定等) 

第10条 市長は、前条の申請書を受けた場合は、速やかにその内容を審査し、適当と認め

るときは、補助金の交付を決定し、香芝市空家等対策推進支援事業(利活用)補助金交付決
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定通知書(第8号様式)により交付申請者に通知するものとする。この場合において、市長

は、補助金の交付の目的を達成するために必要な条件を付することができる。 

2 市長は、前項の審査の結果、補助金を交付しないことを決定したときは、香芝市空家等

対策推進支援事業(利活用)補助金不交付決定通知書(第9号様式)により交付申請者に通知

するものとする。 

(事業の変更等) 

第11条 補助金の交付の決定を受けた者(以下「交付決定者」という。)は、やむを得ない理

由により当該補助対象事業を変更又は廃止しようとするときは、香芝市空家等対策推進支

援事業(利活用)変更等承認申請書(第10号様式)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、前項の申請書を受けた場合は、速やかにその内容を審査し、適当と認めるとき

は、香芝市空家等対策推進支援事業(利活用)変更等承認通知書(第11号様式)により交付決

定者に通知するものとする。 

(実績報告) 

第12条 交付決定者は、補助対象事業の完了後、速やかに香芝市空家等対策推進支援事業(利

活用)実績報告書(第12号様式)に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならな

い。この場合において、市長は、必要に応じて現場で検査を行うことができる。 

(1) 補助対象事業の契約書の写し(契約日は、補助金交付決定日以降の日付であるもの) 

(2) 補助対象事業の写真(着工前、施工中及び竣工後) 

(3) 補助対象事業の領収書及び明細書の写し(作成年月日、施工業者の名称、所在地の記

載及び押印のあるものに限る。) 

(4) その他市長が必要と認める書類 

(補助金額の確定) 

第13条 市長は、前条の実績報告書を受けたときは、速やかにその内容を審査し、補助金

の額を決定するものとする。 

2 市長は、前項の決定をしたときは、速やかにその決定の内容を香芝市空家等対策推進支

援事業(利活用)補助金交付額確定通知書(第13号様式)により交付決定者に通知するものと

する。 

(補助金の請求) 

第14条 交付決定者は、補助金の交付を受けようとするときは、香芝市空家等対策推進支

援事業(利活用)補助金交付請求書(第14号様式)を市長に提出しなければならない。 

(報告) 
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第15条 市長は、補助金の交付の目的を達するために、必要があると認めるときは、交付

決定者又は施工業者に対し、その補助対象事業の実施について報告を求め、又は必要な指

示を行うことができる。 

(補助金の返還命令等) 

第16条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合は、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、既に補助金が交付されているときは、補助金

の全部又は一部の返還を命じることができる。 

(1) 前条の指示に従わなかったとき又は第12条の検査を拒み、忌避し、若しくは妨げた

とき。 

(2) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(3) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(その他) 

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成30年5月28日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和4年3月2日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和5年5月8日から施行する。 


